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Ⅶ. 監 査 報 告 書Ⅵ. 金銭の分配に係る計算書

（単位：円）

当　期
自 平成27年12月 1 日
至 平成28年 7 月31日

Ⅰ　当期未処分利益 333,916,519
Ⅱ　利益超過分配金加算額 26,197,200
　　うち一時差異等調整引当額 26,197,200
Ⅲ　分配金の額 333,669,600
　　（投資口1口当たり分配金の額） （968）
　　うち利益分配金 307,472,400
　　（うち1口当たり利益分配金） （892）
　　うち一時差異等調整引当額 26,197,200

（うち1口当たり利益超過分配金
（一時差異等調整引当額に係るもの）） （76）

Ⅳ　次期繰越利益 26,444,119

分配金の額の算出方法 　本投資法人の規約第35条第1項に定める分配方針に基づき、租
税特別措置法第67条の15第1項に規定される本投資法人の配当
可能利益の額の100分の90に相当する金額を超えて分配すること
としています。かかる方針に従い、利益分配金（利益超過分配金は
含みません。）については、投資口１口当たりの利益分配金が１円未
満となる端数部分を除き、投資信託及び投資法人に関する法律第
136条第1項に定める利益の全額である307,472,400円を利益分
配金として分配することとしました。
　また、本投資法人の規約第35条第2項に定める利益を超える金
銭の分配の方針に基づき、純資産控除項目（投資法人の計算に関す
る規則第2条第2項第30号ロに定めるものをいいます。）が分配金
に与える影響を考慮して、純資産控除項目に相当する金額として本
投資法人が決定する金額による利益超過分配を行うこととし、当期
については、繰延ヘッジ損失26,238,915円に相当する額として、
投資口１口当たりの利益超過分配金が1円未満となる端数部分を
除き算定される26,197,200円を、一時差異等調整引当額（投資法
人の計算に関する規則第2条第2項第30号に定めるものをいいま
す。）に係る分配金として分配することとしました。以上の結果、当期
の分配金の額は333,669,600円としています。
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Ⅷ. キャッシュ・フロー計算書（参考情報）

（単位：千円）

当　期
自 平成27年12月 1 日
至 平成28年 7 月31日

営業活動によるキャッシュ・フロー
　税引前当期純利益 335,379
　減価償却費 246,684
　投資口交付費 111,409
　投資法人債発行費 12,604
　受取利息 △37
　支払利息 171,405
　営業未収入金の増減額（△は増加） △52,695
　未収消費税等の増減額（△は増加） △1,259,266
　前払費用の増減額（△は増加） △96,638
　長期前払費用の増減額（△は増加） △164,478
　営業未払金の増減額（△は減少） 52,772
　未払金の増減額（△は減少） 139,865
　前受金の増減額（△は減少） 265,383
　その他 6,628
　小計 △230,982
　利息の受取額 37
　利息の支払額 △166,820
　法人税等の支払額 △5
　営業活動によるキャッシュ・フロー △397,771
投資活動によるキャッシュ・フロー
　信託有形固定資産の取得による支出 △59,067,252
　信託無形固定資産の取得による支出 △3,459,138
　信託預り敷金及び保証金の返還による支出 △19,378
　信託預り敷金及び保証金の受入による収入 1,545,515
　差入敷金及び保証金の差入による支出 △10,000
　投資活動によるキャッシュ・フロー △61,010,253
財務活動によるキャッシュ・フロー
　短期借入れによる収入 35,111,000
　短期借入金の返済による支出 △31,756,000
　長期借入れによる収入 29,200,000
　投資法人債の発行による収入 4,562,083
　投資法人債の償還による支出 △4,574,688
　投資口の発行による収入 33,429,715
　財務活動によるキャッシュ・フロー 65,972,111
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 4,564,085
現金及び現金同等物の期首残高 −
現金及び現金同等物の期末残高 ※1　4,564,085

（注）	�キャッシュ・フロー計算書は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づき作成し、参考情報として
添付しています。このキャッシュ・フロー計算書は、投信法第130条の規定に基づく会計監査人の監査対象ではないため、会計監査人の監査は受けてい
ません。

［重要な会計方針に係る事項関係］（参考情報）

項目
当　期

自 平成27年12月 1 日
至 平成28年 7 月31日

キャッシュ・フロー計算書における
資金（現金及び現金同等物）の範囲

　キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金及び信
託現金、随時引出し可能な預金及び信託預金並びに容易に換金可能であり、かつ、価
値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から3ヶ月以内に償還期限の到来
する短期投資からなっています。

［キャッシュ・フロー計算書に関する注記］（参考情報）
当　期

自 平成27年12月 1 日
至 平成28年 7 月31日

※1	� 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係
（単位：千円）

現金及び預金 2,006,136
信託現金及び信託預金 2,557,948
現金及び現金同等物 4,564,085
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（円） （口）売買高（右軸）投資口価格（左軸）

8/31:88,400円

■ 投資主メモ

7月期決算月 7月期決算発表

1月期決算月

7月期分配金支払い開始
7月期資産運用報告発送

1月期分配金支払い開始
1月期資産運用報告発送

1月期決算発表

1 2 3 4 5 6

7 8 9 10 11 12

■ 投資口価格の推移（終値）

■ 年間スケジュール

決算期 毎年1月末日、7月末日

投資主総会 原則として2年に1回以上開催

同議決権行使投資主確定日 あらかじめ公告して定めた日

分配金支払確定基準日 毎年1月末日、7月末日
（分配金は支払確定基準日より3ヶ月以内にお支払いいたします。）

上場金融商品取引所 東京証券取引所　不動産投資信託証券市場
（銘柄コード：3468）

公告掲載新聞 日本経済新聞

投資主名簿等管理人 東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社

同事務取扱場所
郵送物送付先及び
お問い合わせ先

東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

（郵送物送付先）〒168-0063 東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

（電話照会先）0120-782-031
（インターネットホームページURL） 
http://www.smtb.jp/personal/agency/index.html

■ 資産運用会社の概要
商号 スターアジア投資顧問株式会社
代表者 代表取締役社長　加藤　篤志
所在地 〒105-6218　

東京都港区愛宕二丁目5番1号
愛宕グリーンヒルズMORIタワー18階

設立 平成27年6月
資本金 100百万円
株主 Star Asia Asset Management, LLC
登録免許等 金融商品取引業に係る登録：関東財務局長（金商）第2874号

宅地建物取引業の免許：東京都知事（1）第98168号
宅地建物取引業法上の取引一任代理等の認可：国土交通大臣認可第95号

○ 分配金について：
「分配金」は「分配金領収証」をお近くのゆうちょ銀行全国本支店及び出張所並びに郵便局（銀行代理業者）にお持ちいただくことによ
りお受け取りいただけます。受取期間を過ぎた場合は、「分配金領収証」裏面に受取方法を指定し三井住友信託銀行株式会社証券代
行部へご郵送いただくか、同銀行の本支店窓口にてお受け取りください。
○ 住所の変更手続きについて：
住所・氏名・届出印等の変更は、お取引の証券会社にお申し出ください。

本投資法人の上場日である平成28年4月20日から平成28年7月31日までの東京証券取引所における
本投資法人の投資価格（終値）及び売買高の推移は以下のとおりです。

金融機関
0.2％
（26名）

個人・その他
95.8％
（10,477名）

証券会社 0.2％（27名） その他国内法人 3.3％
（362名）

外国法人・個人
0.4％
（42名）

金融機関
20.6％
（71,071口）

証券会社
2.8％
（9,705口）

その他国内法人
35.2％（121,433口）
（内スポンサー保有97,000口）

外国法人・個人
3.3％

（11,453口）

個人・その他
38.0％

（131,038口）

＜ 所有者別投資口数 ＞

合計
344,700口

＜ 所有者別投資主数 ＞

合計
10,934名

■ 投資主分布

※比率は小数点第2位を四捨五入して表示しています。

投資主インフォメーション
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投
資
運
用
部
の
業
務
に
つ
い
て
教
え
て

く
だ
さ
い
。

私
が
所
管
す
る
投
資
運
用
部
は
、ス
タ
ー

ア
ジ
ア
不
動
産
投
資
法
人（
以
下「
本
投

資
法
人
」）に
よ
る「
物
件
取
得
業
務
」及
び「
取
得

後
の
運
用
管
理
業
務
」を
行
って
お
り
ま
す
。

　
ま
ず
物
件
取
得
業
務
に
関
し
て
は
、多
く
の
物

件
情
報
を
広
範
な
ル
ー
ト
か
ら
収
集
し
て
投
資
採

算
分
析
を
行
い
、投
資
採
算
性
を
有
す
る
物
件
を

選
別
し
て
購
入
希
望
価
格
を
査
定
し
、売
主
と

様
々
な
売
買
条
件
に
つ
い
て
交
渉
を
行
い
、同
時
に

社
内
に
て
当
該
物
件
の
購
入
に
関
す
る
合
意
形
成

を
図
り
ま
す
。こ
れ
ら
の
交
渉
及
び
合
意
形
成
が

整
い
、売
主
か
ら
優
先
交
渉
権
を
取
得
で
き
た
ら
、

「
各
種
デュ
ー
デ
リ
ジェン
ス
」、「
売
買
契
約
締
結
」

及
び「
売
買
決
済
及
び
物
件
の
引
渡
し
」を
行
って

い
き
ま
す
。

　
取
得
後
の
運
用
管
理
業
務
に
関
し
て
は
、ま
ず
フ

ロ
ン
ト
サ
イ
ド
に
お
い
て
、各
物
件
の
キ
ャッ
シ
ュフ

ロ
ー
向
上
の
た
め
に
様
々
な
運
用
管
理
に
関
す
る

方
針
を
定
め
、そ
れ
に
基
づ
き
リ
ー
ス
ア
ッ
プ
、テ
ナ

ン
ト
管
理
及
び
コ
ス
ト
削
減
等
の
業
務
を
行
い
ま

す
。他
方
、ミ
ド
ル・バッ
ク
に
お
い
て
は
、プ
ロ
パ
テ
ィ・

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
会
社（
以
下「
P
M
会
社
」）と
密
に

連
携
を
取
り
、適
切
な
キ
ャッ
シュマ
ネ
ジ
メ
ン
ト
及

び
レ
ポ
ー
テ
ィ
ン
グ
を
行
って
い
き
ま
す
。

投
資
運
用
部
の
体
制
と
チ
ー
ム
メ
ン

バ
ー
は
ど
の
よ
う
な
方
で
構
成
さ
れ
て

い
ま
す
で
し
ょ
う
か
？

　

投
資
運
用
部
は
、現
在
私
を
除
い
て
4
名

で
構
成
さ
れ
て
お
り
、フ
ロ
ン
ト
サ
イ
ド
及

び
ミ
ド
ル・バッ
ク
サ
イ
ド
で
各
々
2
名
と
な
って
お

り
ま
す
。い
ず
れ
の
メ
ン
バ
ー
も
前
職
に
お
い
て
、

リ
ー
ト
運
用
会
社
等
に
所
属
し
、概
ね
10
年
超
の

長
期
間
に
わ
た
って
運
用
管
理
を
行
って
お
り
、豊

富
な
知
識
と
経
験
を
有
す
る
精
鋭
の
ス
タ
ッ
フ
で

あ
る
と
自
負
し
て
お
り
ま
す
。な
お
今
後
の
物
件

保
有
残
高
の
動
向
を
勘
案
し
つつ
、今
後
1
～
2
名

の
増
員
を
検
討
し
て
お
り
ま
す
。

物
件
取
得
業
務
及
び
運
用
管
理
業
務
を

行
う
に
あ
た
り
、一番
重
要
で
あ
る
と
思
っ

て
い
る
こ
と
は
何
で
し
ょ
う
か
？

　

物
件
取
得
業
務
に
お
い
て一番
重
要
な
要

素
と
し
て
は
、「
ソ
ー
シ
ン
グ
能
力
の
高
さ
」

で
あ
る
と
考
え
て
お
り
ま
す
。こ
の
点
に
お
い
て
弊

社
は
、私
を
含
め
取
得
業
務
に
あ
た
って
い
る
メ
ン

バ
ー
が
、各
不
動
産
セ
ク
タ
ー
に
お
い
て
広
範
か
つ

強
固
な
リ
レ
ー
ション
シ
ッ
プ
を
有
し
て
お
り
、こ
れ

を
活
用
す
る
こ
と
に
よ
り
多
く
の
物
件
情
報
を
入

手
出
来
て
い
る
と
自
負
し
て
お
り
ま
す
。実
際
、投

資
運
用
部
内
に
て
収
集
し
た
物
件
の
購
入
検
討
価

格
の
合
計
金
額
は
、常
時
約
5
0
0
億
円
以
上
を

維
持
し
て
お
り
、そ
の
う
ち
、売
主
に
対
し
て
購
入

意
向
表
明
を
提
示
す
べ
く
投
資
採
算
分
析
を
行
っ

て
い
る
物
件
の
購
入
価
格
の
合
計
金
額
も
、常
に

1
0
0
～
2
0
0
億
円
ま
た
は
そ
れ
以
上
の
水
準

を
維
持
し
て
お
り
ま
す
。弊
社
の
外
部
成
長
目
標

と
し
ま
し
て
は
、「
2
0
2
0
年
ま
で
に
2
，

0
0
0
億
円
」を
掲
げ
て
お
り
、こ
れ
を
実
現
す
る

た
め
に
は
、部
内
に
て
投
資
採
算
分
析
を
行
って
い

る
物
件
数
を
さ
ら
に
増
や
し
、極
力
前
倒
し
で
外

部
成
長
目
標
を
達
成
し
て
い
き
た
い
と
考
え
て
お

り
ま
す
。

　
他
方
、運
用
管
理
業
務
に
お
い
て一番
重
要
な
要

素
と
し
て
は
、「
当
事
者
意
識・現
場
意
識
を
持
っ
た

運
用
管
理
」で
あ
る
と
考
え
て
お
り
ま
す
。具
体
的

に
は
、物
件
取
得
業
務
と
運
用
管
理
業
務
を一つ
の

部
署
で
行
い
、基
本
的
に
購
入
し
た
物
件
の
ソ
ー
シ

ン
グ
を
行
っ
た
メ
ン
バ
ー
が
そ
の
ま
ま
当
該
物
件
の

運
用
管
理
を
行
う「一気
通
貫
型
」に
よ
る
運
用
方

法
を
採
用
し
て
い
き
た
い
と
考
え
て
お
り
ま
す
。

各
々
の
物
件
に
責
任
者
を
つ
け
る
こ
と
で
、そ
の
責

任
者
に
当
事
者
意
識
が
生
ま
れ
、結
果
精
緻
な
運

用
管
理
を
行
え
る
も
の
と
考
え
て
お
り
ま
す
。

今
後
の
不
動
産
マ
ー
ケ
ッ
ト
は
ど
の
よ
う

に
な
る
と
予
想
さ
れ
て
い
ま
す
か
？
ま
た

有
望
だ
と
思
わ
れ
る
エ
リ
ア・不
動
産
セ
ク
タ
ー

は
何
だ
と
思
わ
れ
ま
す
か
？

昨
今
、円
高・株
安
の
進
展
、マ
イ
ナ
ス
金
利

政
策
の
導
入
、中
国
を
は
じ
め
と
す
る
世

界
経
済
の
減
速
傾
向
等
、国
内
外
問
わ
ず
様
々
な

経
済
事
象
が
発
生
し
て
お
り
、日
本
の
不
動
産
マ
ー

ケ
ッ
ト
も
少
な
か
ら
ず
影
響
を
受
け
て
お
り
ま
す

が
、我
々
と
し
て
は
、「
マ
イ
ナ
ス
金
利
政
策
に
伴
う

長
期
資
金
の
不
動
産
投
資
へ
の
流
入
」、並
び
に

「
国
土
交
通
省
発
表
の
不
動
産
投
資
市
場
の
規
模

の
拡
大（
2
0
2
0
年
ま
で
に
約
3
0
兆
円
ま
で

倍
増
）」等
を
勘
案
す
る
に
、今
後
の
不
動
産
マ
ー

ケ
ッ
ト
は
引
き
続
き
堅
調
に
推
移
し
て
い
く
も
の
と

考
え
て
お
り
ま
す
。

　
投
資
エ
リ
ア
に
関
し
て
は
、や
は
り
人
口・世
帯
数

が
安
定
的
に
推
移
し
て
お
り
、か
つ
都
市
別
G
D
P

が
世
界一で
あ
る「
東
京
エ
リ
ア
」が
最
も
底
堅
い
エ

リ
ア
で
あ
る
と
考
え
ま
す
。地
方
エ
リ
ア
に
関
し
て

も
、札
幌
、名
古
屋
、大
阪
及
び
福
岡
エ
リ
ア
に
お

い
て
も
、良
質
な
物
件
は
必
ず
存
在
し
ま
す
の
で
、

多
く
の
物
件
情
報
の
中
か
ら
良
質
な
物
件
を
適

切
に
見
極
め
て
投
資
し
て
い
き
た
い
と
考
え
て
お

り
ま
す
。

　
不
動
産
セ
ク
タ
ー
に
関
し
て
は
、都
心
5
区
を
中

心
と
し
て
底
堅
い
需
要
を
維
持
す
る「
オ
フ
ィ
ス
」、

長
期
的
な
借
家
世
帯
の
増
加
に
よ
り
需
要
が
安
定

し
て
い
る「
住
宅
」、近
年
の
E
コマ
ー
ス
市
場
及
び

3
P
L
市
場
が
飛
躍
的
に
増
大
し
て
い
る「
物
流

施
設
」及
び
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
需
要
を
背
景
に
引
き
続

き
底
堅
い
宿
泊
需
要
を
想
定
で
き
る「
ホ
テ
ル
」を

集
中
投
資
す
べ
き
セ
ク
タ
ー
と
し
て
位
置
付
け
て

お
り
ま
す
。

　
こ
の
よ
う
に
、弊
社
と
し
ま
し
て
は
総
合
型
リ
ー

ト
で
あ
る
た
め
、い
わ
ゆ
る
株
式
投
資
信
託
に
お
け

る
フ
ァ
ン
ド
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー
の
よ
う
に
、経
済
環
境
、

人
口
動
態
な
ど
を
常
に
分
析・検
証
し
、「
今
ど
の

不
動
産
セ
ク
タ
ー
に
重
点
を
お
い
て
投
資
す
べ
き
な

の
か
」を
見
極
め
、そ
れ
を
投
資
家
様
と
共
有
し
な

が
ら
戦
略
的
に
投
資
し
て
い
き
た
い
と
考
え
て
お

り
ま
す
。最

後
に
投
資
運
用
部
長
と
し
て
、ど
の
よ

う
な
投
資
法
人
を
目
指
し
た
い
と
考
え

て
い
ら
っ
し
ゃ
い
ま
す
か
？

既
に
50
銘
柄
を
超
え
る
投
資
法
人
が
上

場
し
て
い
る
群
雄
割
拠
の
状
況
に
お
い
て
、

本
投
資
法
人
が
投
資
家
の
皆
様
か
ら
ご
評
価
を

頂
く
た
め
に
は
、本
投
資
法
人
な
ら
で
は
の“
独
自

性
”に
基
づ
く
成
長
戦
略
を
打
ち
出
し
、そ
れ
を

実
現
し
て
い
く
こ
と
が
必
要
で
あ
る
と
考
え
て
お

り
ま
す
。

　
外
部
成
長
に
関
し
て
は
、戦
略
的
投
資
ス
タ
ン
ス

に
基
づ
き
、弊
社
独
自
の
ソ
ー
シ
ン
グ
能
力
の
み
な

ら
ず
、ス
ポ
ン
サ
ー
で
あ
る
ス
タ
ー
ア
ジ
ア・グ
ル
ー

プ
の
ソ
ー
シ
ン
グ
能
力
を
も
活
用
し
、良
質
な
物
件

を
ス
ピ
ー
デ
ィ
ー
に
取
得
し
て
い
き
た
い
と
考
え
て

お
り
ま
す
。

　
ま
た
内
部
成
長
に
関
し
ま
し
て
も
、独
立
系

リ
ー
ト
で
あ
る
こ
と
に
よ
る“
し
が
ら
み
の
な
い
公
平

性
の
高
い
運
用
管
理
”を
徹
底
し
て
い
き
ま
す
。具

体
的
に
は
、各
物
件
の
特
性
を
見
極
め
、常
に
最
適

な
P
M
会
社
を
継
続
的
に
起
用
す
る
こ
と
に
よ
り
、

“
各
物
件
の
利
益
を
第一に
考
え
た
運
用
管
理
”を

行
って
い
き
た
い
と
考
え
て
お
り
ま
す
。

　
但
し
、こ
の
よ
う
に
本
投
資
法
人
独
自
の
成
長
戦

略
を
打
ち
出
し
た
と
し
て
も
、そ
れ
を
実
施
し
た
結

果
を
投
資
家
様
に
タ
イ
ム
リ
ー
に
発
信
で
き
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
と
考
え
て
お
り
ま
す
。そ
の
た
め
に
は
、今

後
I
R
セ
ク
ション
と
密
に
連
携
し
て
、各
種
プ
レ
ス

リ
リ
ー
ス
、決
算
説
明
会
、J
リ
ー
ト
フェア
等
の
イ
ベ

ン
ト
に
お
い
て
積
極
的
に
投
資
家
様
に
情
報
開
示
す

る
こ
と
で
、“投
資
主
利
益
の
最
大
化
の
た
め
に
常
に

模
索
し
、動
き
続
け
て
い
る
集
団
”で
あ
る
と
ご
評
価

を
頂
け
る
よ
う
な
リ
ー
ト
に
し
て
い
き
た
い
と
考
え
て

お
り
ま
す
。
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名　　前：田口 嘉邦（たぐち よしくに）
略　　歴：平成9年、都市開発不動産鑑定所入社。平成13年、株式会社

ケン・コーポレーション、平成14年、カナル投信株式会社（現
平和不動産アセットマネジメント株式会社）を経て、平成18年
にラウンドヒル・キャピタル・パートナーズ株式会社（現PGIM
リアルエステート・ジャパン株式会社）に入社。同社にてアクイ
ジション部及びアセットマネジメント部にてエグゼクティブ・
ディレクターを歴任。平成27年、本資産運用会社取締役投資
運用部長に就任。

家族構成：妻
趣　　味：ランニング、ゴルフ、旅行（特に妻の影響で世界遺産巡りが好

きです）
My Routine：心身のリフレッシュのために早朝ランニングをMy Routineに

しています
信　　条：｢考える労力を惜しむと、前に進むことを止めてしまう」という

イチローの言葉が好きです。
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